











日本では 1990 年の「1. 57 ショック」以降、女
性の労働力化や就労継続が論議の的となってきた。
出産・育児期の中でも退職する女性が特に多いの
































































































































































































ては大正時代の母性保護論争（加納 2009: 70; 今


























































員職を焦点化するため、1945 年から 1975 年を対
象とする。さらにこの時期を記述の便宜上、1945
年から 1954 年の＜構想から運動方針化過程＞と
























































































員会編 1972: 104; 日教組婦人部編 1977: 158）。そ






























































































































































































































































































































































































































































































































（1955 年 8 月公布、翌 1956 年 4 月施行）と、その
後に改題された「女子教育職員の出産に際しての
補助教育職員の確保に関する法律」（1961 年 11 月
公布、即日施行、その後 1964 年、1974 年、1978
年、1985 年、1997 年、1998 年、1999 年、2001 年、
2003 年、2004 年、2006 年、2007 年、2008 年、
2012 年、2015 年に改正）を「産休代替法」と総称
している。
3） 日教組婦人部長経験者 1 名および高知県の「母と
女教師の会」の運動に携わった 3 名にインタ
ビュー調査を行なった。時期は、A氏は 2010 年 10
月および 2012 年 9 月、高知県「母と女教師の会」
の運動に携わった 4 名（B氏・C氏・D氏・E氏）
は 2018 年 8 月である。
































総数では小学校卒が 31 . 1％、高等小学校卒が
29. 4％、新制中学校卒が 14. 8％を占めている（高
知県の男性は、小学校卒が 26. 7％、高等小学校卒
が 33. 2％、新制中学校卒が 15. 4％、女性は、小学
校卒が 35. 0％、高等小学校卒が 26. 0％、新制中学
校卒が 15.4％）。高知県市部になると、小学校卒が
女性でも 29. 5％と 3 割を下まわり、一番割合が高
いのは高等小学校卒になる（市部総数で、小学校
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和歌山県母親大会実行委員会編，1959，「第 4 回 和歌
山県母親大会 速報 第 1 日分科会」日教組編『各県
教組婦人部資料 1948-1961（近畿・中国・四国・
九州）』．
